
 深川市、妹背牛町、秩父別町、北竜町及び沼田町の１市４町は、平成２８年３月１８日に「北空知における地域医療・介護
の提供体制の確保と連携に関する協定書」を締結し、北空知第二次保健医療福祉圏において、地域住民が医療や介護が必要な
状態になっても、できる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、地域医療及び介護サービスの総合的な提供体
制を確保するため、関係市町が関係機関･団体と協働し、地域医療及び介護に係る連携推進事業を広域的に実施することにより、
北空知圏における地域包括ケアシステムの構築に取り組んでいくことになりました。 

平成２８年１１月１８日 プラザホテル板倉 

北空知地域医療介護確保推進協議会 多職種合同研修会 

 
１．「北空知地域医療介護確保推進協議会」を共同設置し、地域医療及び介護に係る関係機関・団体が、地域医療及び介護サー  
  ビスの総合的な提供体制の確保と連携について、継続的に協議及び推進する仕組みをつくっていきます。（Ｈ２８新規）     
２．北空知管内唯一の中核病院である深川市立病院に、地域医療及び介護の連携体制づくりの拠点として「北空知地域医療介護  
  連携支援センター」を共同設置し、関係機関・団体との協働により、在宅医療・介護の連携推進事業など各種事業に取り組 
  んでいきます。（Ｈ２８新規） 
３．深川市立病院に「地域リハビリテーション活動支援事業」に従事するリハビリ専門職員を配置し、北空知圏内の通所、訪問 
  地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へ専門職員を派遣し、北空知地域全体の介護予防の機能強化を 
  図ります。（Ｈ２８新規） 
４．北空知圏における認知症施策の推進を図るため、認知症初期集中支援チーム設置事業の共同実施について、平成２９年度実 
  施に向けて検討していきます。（Ｈ２９実施検討） 
５．北空知圏における救急医療体制を確保・維持するため、深川医師会及び深川市立病院と協働し、夜間・休日の急病診療体制 
  を維持・確保するための事業を共同実施していきます。（Ｈ２４より継続実施） 

 

北空知における地域包括ケアシステムの構築について 
（地域医療・介護の提供体制の確保と連携） 

深川市立病院では、昨年１０月から
「訪問看護ステーション」「メディ
カルショートステイ」を開始し、医
療介護連携機能の整備・充実に取り
組んでいます。 
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２４時間対応の訪問介護・看護サ

ービスや３６５日対応の在宅サー

ビスの充実により、高齢者の在宅

生活を支援 

【急性期病院】 

【在宅介護サービス】 

・町内会、ボランティア、NPO 等の多様な主体による見守

り、配食、買い物支援等の生活支援サービスの充実 

・高齢者の社会参加による介護予防活動の充実 

【高度急性期病院】 介 護 

【診 療 所】 

連携強化 

 

連携強化 

【慢性期病院】 

医療・介護に係る 

関係機関・団体との 

連携体制を整備 

２４時間３６５日体制の機能を

活かし地域の拠点として在宅介

護サービス等への積極的展開へ 

医療、介護、住

まい、予防、生

活支援サービス

が身近な地域で

包括的に確保さ

れる体制「地域

包括ケアシステ

ム」を構築 

旭川・砂川等他圏利用 

北空知圏域における地域包括ケアシステムの構築イメージ 

入院医療 

【回復期病院】市立病院 

医療介護人材確保 

医 療 

住まい 

（患者さん・家族） 

外来医療 

圏域内の連携拠点 

病診連携・診療ネットワーク 

在宅療養後方支援病院 

地域包括ケア病棟、療養病床 

早期

在宅

復帰

外

来

医

療 

在宅医療 

医療介護連携機能の整備         

訪問診療・訪問看護・訪問リハビリ、

地域リハビリテーション活動支援 

【地域医療介護連携支援センター】 

相談ｺｰﾃﾞｨﾈﾀｰ配置（関係機関相談対応）、 

退院時等の医療と介護との連携調整、 

他圏域病院との連携調整 （市立病院内設置） 

北空知地域医療介護 

確保推進協議会 
市町・保健所・医師会・事業者等

による広域課題の協議・推進組織 

 

※枠内コメントは検討方向 

件と 

各市町の支援拠点 

【地域包括支援センター】 
医療介護連携、認知症施策、地域ケ

ア会議、生活支援などの機能強化 
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本日の話題提供の内容と資料目次 

１．地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と連携のあり方についての協議経過・・・・・・・・Ｐ４ 

２．Ｈ２６年：地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と連携のあり方検討に関する中間報告から 

 ・地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律・・・・・・・・Ｐ５ 

 ・急速に進む少子高齢化・人口減少の問・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ６～Ｐ７ 

 ・人口比では全道でもっとも多い病床数・介護施設定員数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ８ 

 ・今後の医療・介護需要～医療需要は２０１５年をピークに、介護需要は２０２５年をピークに減少・・・・・Ｐ９ 

 ・減少する医療資源～北空知管内の医療機関の状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１０ 

 ・在宅医療の現状～在宅医療を担う医療機関等は乏しいが半数の医療機関が関心を示す・・・・・・・・・・・Ｐ１０ 

 ・介護サービス事業所の状況～施設サービスは充実しているが在宅サービスが不十分・・・・・・・・・・・・Ｐ１１ 

 ・介護従事者の状況～深刻化する人材確保・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１２ 

 

３．Ｈ２７年：北空知における地域医療・介護の提供体制の確保と連携に関する協議報告から 

 ・介護保険制度における在宅医療・介護連携推進事業等と広域事業の関係図・・・・・・・・・・・Ｐ１３ 

 ・新しい地域支援事業の全体像、在宅医療・介護の連携の推進、新しい介護予防事業・・・・・・・Ｐ１４～１７ 

 ・北空知地域医療介護確保推進協議会と北空知地域医療介護連携支援センターの関係図・・・・・・Ｐ１８ 

 

４．Ｈ２８年：北空知地域医療介護確保推進協議会及び北空知地域医療介護連携支援センターの設置 

 ・協議会、運営会議、事務局（センター）、医療・介護情報共有支援部会・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１９～２２ 

 ・退院調整・在宅生活支援部会、認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員・・・・・・・・・・Ｐ２３～２４ 

 ・多職種連携・地域啓発部会、地域リハビリテーション活動支援事業・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２５～２７ 

 ・医療・介護情報共有支援部会、退院調整・在宅生活支援部会、多職種連携・地域啓発部会の構成員・・・Ｐ２８～２９ 

５．まとめ・・・・・・Ｐ３０ 3 



地域における医療及び介護の総合的
な確保を推進するための関係法律の

整備等に関する法律 
（医療介護総合確保推進法） 

H26.6.25 

地域包括ケアシステムの構築 

持続可能な社会保障制度の確立を図
るための改革の推進に関する法律 
（社会保障制度改革プログラム法） 

H25.12.13 

【地域包括ケアシステムの構築】 
地域包括ケアシステムの構築に向けた
地域支援事業の充実 
①在宅医療・介護連携の推進 
②認知症施策の推進 
③地域ケア会議の推進 
④生活支援サービスの充実・強化 

少子化対策、医療制度、
介護保険制度、公的年
金制度等改革 

【効率的かつ質の高い 
医療提供体制の構築】 

病床での機能分化･連携、有床診
療所等の役割の位置づけ、在宅医
療の推進・介護との連携 

【検討項目】 
①休日夜間急病診療体制の維持・確保 
②深川市立病院の経営安定及び医療介護連携
機能の整備 

③公立（公的）診療所の維持・確保 
④在宅医療の提供体制の構築 
⑤在宅サービスの確保･充実 

⑥管内サービス事業所の相互利用 
⑦地域リハビリテーション活動支援事業の構
築 

⑧在宅医療・介護連携の推進 
⑨認知症初期集中支援チームの設置 
⑩医療･福祉･介護人材の管内独自の確保対策 

北空知管内における地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と連携のあり方についての協議経過 

１．在宅医療･介護連携の推進（⑧） 
２．地域リハビリテーション活動支援事業の構築（⑦） 
３．認知症施策の推進（⑨継続検討） 
４．北空知地域医療介護確保推進協議会の設置（⑧） 
５．市立病院における医療介護連携機能の整備（②訪問看護） 

高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービ
スを地域において総合的に確保することで、地域に
おける適切な医療・介護サービスの提供体制を実現
し、患者の早期の社会復帰を進め、住み慣れた地域
での継続的な生活が可能となることを目指す。 

少子高齢化と 
厳しい財政状況への対応 

北空知管内における地域医
療及び介護サービスの提供
体制の確保と連携のあり方
について北空知振興協議会
民生部会において検討 

【北空知を圏域とした広域での検討理由】 
①「在宅医療・介護連携推進事業」に２次医療圏内
市町の連携を図る項目があること 

②市立病院が北空知圏域における唯一拠点病院の役
割を担っていること 

③介護施設では1市4町間での相互連携と利用が行
なわれていること 

④小規模市町では単独での実施は困難であること 

平成27年11月報告 

1市4町からの委託を受け、
市立病院に北空知地域医療
介護連携支援センターを設
置し、「在宅医療・介護連
携推進事業」「地域リハビ
リテーション活動支援事
業」を実施 

※平成27年11月報告以外の項目について
は新たにできる協議会において協議・検
討 

平成26年10月中間報告 
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地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律案の概要 

 持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を
構築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医
療法、介護保険法等の関係法律について所要の整備等を行う。 

 

１．新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地域介護施設整備促進法等関係） 

 ①都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業（病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進等）のため、 

  消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置  

 ②医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定  

２．地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保（医療法関係） 
 ①医療機関が都道府県知事に病床の医療機能（高度急性期、急性期、回復期、慢性期）等を報告し、都道府県は、それをもとに

地域医療構想（ビジョン）（地域の医療提供体制の将来のあるべき姿）を医療計画において策定  

 ②医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け  
 
３．地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化（介護保険法関係） 

 ①在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を地域支援事業に  

  移行し、多様化  ※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業 

 ②特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能に重点化  

 ③低所得者の保険料軽減を拡充  

 ④一定以上の所得のある利用者の自己負担を２割へ引上げ（ただし、月額上限あり） 

 ⑤低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加  
 
４．その他  

 ①診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度を新設 

 ②医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ 

 ③医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置 

  ④介護人材確保対策の検討（介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を27年度から28年度に延期） 

   

 公布日。ただし、医療法関係は平成26年10月以降、介護保険法関係は平成27年４月以降など、順次施行。 

 概 要 

 趣 旨 

 施行期日（予定） 
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急速に進む少子高齢化・人口減少の問題（その１） 
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・北空知１市４町の総人口は、国立社会保障・人口問題研究所2013年3月推計によると、2010年の35,706人から2025年には、8,593人 
 （△23.1％）減少し27,113人になり、2040年には16,467人（△46.1％）減少し19,239人になります。 
・65歳以上人口は、2010年の12,729人、高齢化率35.6％から、2015年に624人（4.9％）増加し13,353人、高齢化率40.8％になり、その 
 後高齢者人口は減少に転じ、2025年には201人（△1.6％）減少し12,528人となりますが、高齢化率は46.2％に増加し、2040年には 
 2,903人（△22.8％）減少し9,826人と高齢者人口も大きく減少するものの、高齢化率は50％を超え51.1％になります。 
・75歳以上人口は、2010年の6,834人（人口比19.1％）から、2025年には1,330人（19.5％）増加し8,164人（人口比30.1％）とピークを  
 迎えますが、2040年には162人（△2.4％）減少し6,672人（人口比34.7％）に減少していきます。９０歳以上人口は、2010年の768人 
 から2025年には1,652人（2.15倍）、2040年には2,157人（2.81倍）と、最も増加する年齢層となります。 



急速に進む少子高齢化・人口減少の問題（その２） 
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北空知圏域総人口推計 
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 平成２６年５月に発表された日本創生会議の人口推計によ
れば、北空知圏域の将来人口は、２０１０年の３５，７０６
人から２０４０年には、国立社会保障・人口問題研究所の推
計より１，９７０人少ない１７，２６９人に減少（△５１．
６％）し、若年女性人口は（２０歳～３９歳）は２０１０年
の２，８４８人から２０４０年には８５４人に減少（△７
０．０％）すると推計されています。 
 
※上記の推計は右表の市町別推計を合計した数字です。 
・総人口：11,877＋1,400＋1,285＋1,089＋1,618＝17,269人 
・若年女性人口：614＋40＋59＋59＋82＝854人 

１市４町では、まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定する
など、様々な人口減少対策を行っています。 



人口比では全道でもっとも多い病床数・介護施設定員数 
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日医総研ワーキンググループ２０１２年報告より 
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・一般病床は３５８床で、全国平 
 均を５０とした北空知圏域の偏 
 差値は６２で北海道の平均偏差 
 値と同じです。 
・療養病床は３８９床で、偏差値 
 は９０（北海道５８）で道内１ 
 位となっています。 
・精神病床数は５０９床で、偏差 
 値は１０５（北海道５５）で道 
 内１位となっています。 

・特別養護老人ホーム収容数は 
 ３９０人、偏差値は７９（北海 
 道５０）で道内１位となってい 
 ます。 
・老人保健施設は１７０人、偏差 
 値は５５（北海道４８）で道内 
 ３位となっています。 
・有料老人ホームは５９人、偏差 
 値は４３で北海道の平均偏差値 
 ４９より低くなっています。 
・グループホームは９０人、偏差 
 値は５３で北海道の平均偏差値 
 ６５より低くなっています。 
・高齢者住宅は３４９人で、偏差 
 値は５３で北海道の平均偏差値 
 ５８より低くなっています。 

現在は一般病床１９９、療養４０７、
精神４２９床で、大幅に減少 



今後の医療・介護需要 ～ 医療需要は２０１５年をピークに、 
介護需要は２０２５年をピークに減少 

北空知圏 
２０１０
年 

２０１５
年 

２０２０
年 

２０２５
年 

２０３０
年 

２０３５
年 

総人口 35,706  33,794  31,009  28,188  25,433  22,862  

０～６４歳 22,978  20,383  17,753  15,645  13,785  12,013  

６５～７４歳 5,894  5,732  5,282  4,269  3,585  3,308  
７５歳以上 6,834  7,679  7,974  8,274  8,063  7,541  

医療需要点数 
82,560

.8  
84,215

.3  
91,691

.8  
77,748

.3  
72,291

.6  
68,574

.7  
医療需要点数 
増減率 

  2.0% -1.1% -5.8% -12.4% -19.4% 

介護需要点数 
64,971

.1  
71,880

.0  
73,824

.4  
75,270

.7  
72,713

.3  
67,923

.1  
介護需要点数 
増減率 

  10.6% 13.6% 15.9% 11.9% 4.5% 

介護需要点数増減率 

医療需要点数増減率 

株式会社ウエルネス ２次医療圏データベースより 
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・株式会社ウエルネスの「２次医療圏データベース」、２０１０年から２０３５年の医療・介護の需要予測では、道内の２次医療圏 

 で医療重要が増加するのは札幌圏のみで、最も医療需要が減少する圏域は北渡島檜山圏で既にピークを過ぎ、２０１０年比２０％ 

 減少すると予測されています。 

・医療需要が増加後に減少する圏域は、東胆振、上川中部、十勝圏が２０２５年頃をピークに減少し、北網、根室圏が２０２０年頃  

 をピークに減少、医療需要が若干増加後に減少する圏域は、南渡島、釧路、富良野圏が２０２０年頃をピークに２０１０年比１０ 

 ％減少し、南空知、西胆振、日高圏が２０１５年頃をピークに１０～１５％減少します。 

・北空知を含む他の圏域は、医療需要が急速に減少する圏域とされ、２０１５年頃をピークに２０％程度減少すると予測されていま 

 す。また、北空知圏の介護需要は２０２５年をピークに増加し２０１０年比１５．９％増となり、 

 その後減少し２０３５年には２０１０年比４．５％増と予測されています。 



減少する医療資源～北空知管内の医療機関の状況 

・平成２８年４月現在 病院：５施設（公立１）、一般診療所：１６施設（公立６施設）、歯科診療所：１９施設 
・病院数推移・・・・・平成１７年： ７施設 ⇒ 平成２６年： ５施設 
・一般診療所数推移・・平成１７年：３１施設 ⇒ 平成２６年：２３施設 
・歯科診療所数推移・・平成１７年：２４施設 ⇒ 平成２６年：２０施設 
・病院病床数推移・・・・・平成１７年：１，４５８床 ⇒ 平成２６年：１，１８６床 

                            （人口１０万対では道の値の約２倍、２１圏域で最高） 

・一般診療所病床数推移・・平成１７年：   ９０床 ⇒ 平成２６年：    ０床 （Ｈ２６で０床） 

・医師数の推移・・・・平成１８年：７６人 ⇒ 平成２６年：６３人 △１３人 

                       （Ｈ２７に小児科医３人、産婦人科医１人が減、Ｈ２８に眼科医１人が減） 

・歯科医師数の推移・・平成１８年：３１人 ⇒ 平成２６年：２６人 
・薬剤師数の推移・・・平成１８年：４３人 ⇒ 平成２６年：３８人 
・看護師数の推移・・・平成１８年：２９７人 ⇒ 平成２６年：３３０人 
・准看護師数の推移・・平成１８年：２４９人 ⇒ 平成２６年：１９８人 （正准計 H18：546人 ⇒ H26:528人） 

在宅医療の現状～在宅医療を担う医療機関等は乏しいが半数の医療機関が関心を示す 

○在宅医療への対応状況 

対応状況 病院 診療所 合計 

訪問診療・往診の両方 ０ ３ ３ 

訪問診療のみ １ ３ ４ 

往診のみ １ １ ２ 

両方していない ３ ９ １２ 

合  計 ５ １６ ２１ 

【２１医療機関（病院：５、診療所：１６）、回答率100％】 

○今後、どのような診療機能を担いたいか 

区  分 
両方 
実施 

訪問
診療
のみ 

往診 
のみ 

両方 
なし 

合計 

かかりつけ医機能強化       ５ ５ 
在宅医療も行う医療機関 ３ ３ ２ ６ １４ 
後方支援病院   １     １ 
在宅療養支援診療所・病院         ０ 
未回答       １ １ 

合  計 ３ ４ ２ １２ ２１ 
Ｈ２６深川保健所のアンケート調査によると、 
今後の在宅医療の実施について、半数以上の医療機関が 
関心をもっており、在宅医療推進の連携体制づくりの課題として、「地域包括支援センターなど在宅医療関係機関との 
連携拠点の整備」「病院、診療所、訪問看護等の連携」「連携に必要な共通の仕組みづくり」が重要と挙げています。 
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介護サービス事業所の状況 ～ 施設サービスは充実しているが在宅サービスが不十分 

事業所
の種類 

居
宅
介
護
支
援
事
業
所 

介護保険施設 居宅サービス事業所 地域密着型サービス事業所 

特別養
護老人
ホーム 

老人保
健施設 

介護
療養
型医
療施
設 

訪
問
介
護 

訪
問
看
護 

訪
問リ
ハビ
リ
テー
ショ
ン 

訪
問
入
浴
介
護 

通所介
護 

通所
リハ
ビリ
テー
ショ
ン 

短
期
入
所
療
養
介
護 

短期
入所
生活
介護 

特定
施設
入居
者生
活介
護 

認知
症対
応型
通所
介護 

小規
模多
機能
型居
宅介
護 

認知
症対
応型
共同
生活
介護 

地域
密着
型特
定施
設入
居者
生活
介護 

定期
巡回・
随時
対応
型訪
問介
護看
護 

深川市 7 
2

（150） 
1 
（96） 

1
（55） 

5 1   1 
7

（160） 
1
（30） 

1 2 
2
（50） 

2 
(24) 

1
（25） 

3 
（79） 

1 
（29） 

  

妹背牛町 2   
1 
（80） 

          
1 
（30） 

1
（15） 

1       
1
（18） 

1 
（9） 

    

秩父別町 2 
1 
（80） 

    1       
1 
（20） 

    1   
1 

(9) 
  

1 
(18） 

    

北竜町 1 
1 
（80） 

    1       
1 
（20） 

    1       
1 
（9） 

    

沼田町 1 
1 
（80） 

    1       
2 
（23） 

    2       
1 
（9） 

    

計 13 
5

（390） 
2 

（176） 
1
（55） 

8 1   1 
12
（253） 

2
（45） 

2 6 
2
（50） 

3 
(33) 

2
（43） 

7
（124） 

１
（29） 

  

※ 
事業所数は各市町に所在がある事業所です。（ ）内は定員です。このほかに各市町では管内外の事業所を利用してい
ます。 

下記表はＨ２５現在、その後、Ｈ２６にサ高住併設の定期巡回随時対応型訪問看護介護と
通所介護が各１施設、Ｈ２８整備中の認知症対応型共同生活介護が１施設（１８）増加 
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介護従事者の状況～深刻化する人材確保 

平成２６年７月 関係市町共同調査（北空知管内介護保険サービス事業所及び障がい福祉サービス事業所：対象５６、回答４９） 
回答４９事業所の総職員数（H26.7.1現在）１，４８７人、うち指定サービス事業従事職員は９６５人、正規職員５４１人（43.9％）、
非正規職員４２４人（43.9％）、男性３１２人（32.3％）、女性職員６５３人（67.7％）。過去１年間の採用者数１３９人、離職者数
１２３人、うち１年未満の離職者３０人（24.4％）、１年以上３年未満の離職者４１人（33.3％） 
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2 1 

0
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20
非正規職員の過不足状況（事業所件数） 

適当 やや不足 不足 大いに不足 

職種 正規職員 非正規職員 合計 

医師 ３ 人 人 ３ 人 

看護師 １５ 人 ４ 人 １９ 人 

准看護師 １９ 人 ２ 人 ２１ 人 

理学療法士 ４ 人 人 ４ 人 

作業療法士 １１ 人 人 １１ 人 

言語聴覚士 人 人 人 

介護支援専門員 ９ 人 人 ９ 人 

計画作成担当者 １ 人 人 １ 人 

生活相談員・支援相談員 ８ 人 ２ 人 １０ 人 

介護職員（訪問介護員） ５２ 人 ３２ 人 ８４ 人 

障害者生活支援員 人 ３ 人 ３ 人 

管理栄養士 人 人 人 

栄養士 人 人 人 

歯科衛生士  人    人  人 

調理員 人 人 人 

その他の職員 ４ 人 ３ 人 ７ 人 

合計 １２６ 人 ４６ 人 １７２ 人 

今後３年間に採用したいと考えている職員 
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深川市・妹背牛町・秩父別町・北竜町・沼田町 
【各市町地域包括支援センター】 

※委託料は、1市
4町において費
用を負担する。 

連
携 

 医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住
み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後
まで続けられるよう、在宅医療と介護サービス
の一体的な提供に向けて、関係者の連携を推進
する。 
【国が示す事業項目】 
(ｱ)地域の医療・介護の資源の把握 
(ｲ)在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の

検討
(ｳ)切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構

築推進
(ｴ)医療・介護関係者の情報共有の支援
(ｵ)在宅医療・介護連携に関する相談支援
(ｶ)医療･介護関係者の研修
(ｷ)地域住民への普及啓発
(ｸ)在宅医療・介護連携に関する関係市区町村の

連携

 在宅医療・介護連携推進事業（8事業）及び地域リハビリテーション活動支援事業について、北空知1市4町において   
協定を結び、一括して北空知地域医療介護連携支援センター業務として深川市立病院へ委託する。 

委
託 

北空知地域医療介護連携支援センター 
【受託先 深川市立病院≪地域医療連携室≫】 

一般介護予防事業 

地域支援事業の充実 

新たな地域支援事業のうち
「在宅医療・介護連携の推
進」及び介護予防事業「地
域リハビリテーション活動
支援事業」を北空知広域事
業として取り組む。 

在宅医療・介護連携の推進 

認知症施策の推進 

介護保険制度における在宅医療・介護連携推進事業等と広域事業の関係図 

※認知症初期集中支援チームの共同設置について検討 

包括的支援事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 

◎地域リハビリテーション活動支援事業 
 地域における介護予防の取組みを機能強化す
るために、通所、訪問、地域ケア会議、サービ
ス担当者会議、住民運営の通いの場などに、リ
ハビリテーション専門職員等が関与することを
促進する。 

【職員体制】※具体的には市立病院において検討 
     （地域医療連携室内で人員体制を整備）     
【委託業務内容】※この業務に加え、従来の地域医療連携室の業務を行う。 
 (1)地域医療・介護連携推進事業（カッコ内は国が示す事業項目番号） 
  ①地域の医療・介護の資源の把握(ｱ) 

②医療・介護関係者等による協議会の開催と連携に対する現状と課題の抽出(ｲ) 
③切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進(ｳ) 
④医療・介護関係者の情報共有の支援(ｴ) 
⑤医療・介護連携支援センターの運営と相談の受付、関係者の連携と調整(ｵ) 
⑥医療・介護関係者の研修会の実施(ｶ) 
⑦地域住民への普及啓発(ｷ) 
⑧在宅医療・介護連携に関する関係市町間の連携(ｸ)        

 (2)地域リハビリテーション活動支援事業 
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【財源構成】 
 

国 25% 
 

都道府県  
 12.5% 
 

市町村  
 12.5% 
 

1号保険料  
 21% 
 

2号保険料  
 29% 

 

【財源構成】 
国 39.5% 
都道府県  
 19.75% 
市町村   
 19.75% 
1号保険料   
 21% 
※27年度

移行は、国
39%、都道

府県
19.5%、市

町村
19.5%、1号

保険料
22％ 

 

介護予防給付 

 （要支援1～２） 

介護予防事業 
又は介護予防・日常生活支援総合事業 
○ 二次予防事業 
○ 一次予防事業 
介護予防・日常生活支援総合事業の場合 
は、上記の他、生活支援サービスを含む 
要支援者向け事業、介護予防支援事業。 

包括的支援事業 
○地域包括支援センターの運営 
  ・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援 
   業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

新しい介護予防・日常生活支援総合事業 
（要支援1～２、それ以外の者） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業 
  ・訪問型サービス 
  ・通所型サービス 
  ・生活支援サービス（配食等） 
  ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○ 一般介護予防事業 

包括的支援事業  

○ 地域包括支援センターの運営 
（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○ 在宅医療・介護連携の推進 

○ 認知症施策の推進 

 （認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等） 

○ 生活支援サービスの体制整備 
（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

介護予防給付（要支援1～２） 

充
実 

現行と同様 

事業に移行 

訪問看護、福祉用具等 

訪問介護、通所介護 

多
様
化 

任意事業 
○ 介護給付費適正化事業 
○ 家族介護支援事業 
○ その他の事業 

地
域
支
援
事
業 

地
域
支
援
事
業 

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５） 

新しい地域支援事業の全体像 
＜現行＞ ＜見直し後＞ 介護保険制度 

全市町村で
実施 
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在宅医療・介護連携推進事業における北空知地域医療介護確保推進協議会と 
北空知地域医療介護連携支援センターの関係図 

①地域の医療・介護の資源
の把握(ｱ) 

○医療・介護資源情報の収集 
○情報の集約と整理 
○情報の共有化 
○リスト・マップ等の作成 
○医療・介護関係者への情報提供 

④医療・介護関係者の
情報共有の支援(ｴ) 

○医療及び介護相談の受付 
○地域包括支援センターとの
連携・調整 

○相互紹介 

○関係者協議会の運営 
○会議招集事務及び会議記録 

⑤医療・介護連携支援セン
ターの運営と相談の受付、
関係者の連携と調整(ｵ) 

⑥医療・介護関係者の研修会
の実施(ｶ) 

③切れ目のない在宅医療と介
護の提供体制の構築推進(ｳ) 

⑦地域住民への普及啓発(ｷ) 

⑧在宅医療・介護連携に関する
関係市町間の連携(ｸ) 

○保健所との連携 
○急変時診療体制の検討 
○夜間・休日診療体制の検討 
○訪問看護との連携 
○医師会との連携 
○在宅での支援体制の検討 

○多職種連携による研修の実施 
○既存する研修会・会議の活用 
○地域ケア会議の活用 

○住民向け講演会の実施 
○パンフレットの作成と配布 
○各市町広報紙への掲載依頼 
○HPの作成 
 

○情報共有ツールの検討 
○情報共有情報内容 
・主治医 
・担当ケアマネ 
・患者利用者の状況 
 

○北空知圏振興協議会民生部会
の活用 

○各市町地域包括支援センター
との連携 

②医療・介護関係者等による協
議会の開催と連携に対する現
状と課題の抽出(ｲ) 

市町 

地域包括支援センター 介護事業所 保健所 医師会 

北空知地域医療介護確保推進協議会 

保健所 

北空知圏振興協議会民
生部会を主体に構成 

北空知地域医療介護連携支援センター 

３．多職種連携・地域啓発部会 

１．医療・介護情報共有支援部会 

２．退院調整・在宅生活支援部会 

運営会議 

４．協議会・運営会議・専門部会 

保健所 医師会 

介護事業所 

介護支援専門員 

薬剤師 

市町 

介護支援専門員 

薬剤師 

医師会 

介護事業所 介護支援専門員 薬剤師 

【協議会委員】 
市町、保健所、医師会、
市立病院、介護関係者、
消防組合 

その他関係機関 

認知症施策・訪問看護等 
地域リハビリテーション活動支援事業 
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北空知地域医療介護確保推進協議会 

（協議事項） 

 広域的に実施する次に掲げる地域医療・ 

介護に係る連携推進事業について協議す 

る。  

（１）救急医療及び地域医療の確保と連携   

   推進に関する事業 

（２）在宅医療・介護の連携推進に関する 

   事業 

（３）認知症施策の連携推進に関する事業 

（４）介護及び生活支援サービスの確保と 

   連携推進に関する事業 

（５）その他地域医療及び介護サービスの 

   確保と連携推進に関する事業 

 

役 職 所属団体・役職 氏  名 備   考 

会 長 深川市長 山 下 貴 史   

副会長 深川医師会長 成 田 昭 彦 成田医院長 

委 員 

妹背牛町長 寺 崎 一 郎   

秩父別町長 神 薮   武   

北竜町長 佐 野   豊   

沼田町長 金 平 嘉 則   

深川保健所長 斎 藤 泰 一   

深川市立病院長 藤 澤   真   

深川地区消防組合 
消防長 

岡 部 正 人   

社会福祉法人揺籃会
理事長 

永 倉 尚 郎 ※１ 

社会福祉法人北海道
中央病院理事長 

大 西 道 祥 ※１ 

北空知介護支援専門
員連絡協議会長 

林   憲 雄 
※１ 
第一病院長 

  

 

※委員の任期について、団体への充て職とする。 
 ただし※１の委員については２年間とする。 19 



運 営 会 議 

 協議会を円滑に運営するため、協議会の委員 

が所属する機関・団体の担当者で構成する運営 

会議を設置する。 

 

（協議内容） 

（１）協議会の検討課題と事業の調整 

（２）救急医療体制の維持・確保 

（３）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応 

   策の検討 

（４）在宅医療・介護連携推進事業の企画立案 

   と進行管理 

（５）地域リハビリテーション活動支援事業の 

   企画立案と進行管理 

（６）認知症対策事業の検討作業 

（７）その他地域医療・介護連携推進事業の企 

   画立案と進行管理 

（８）各市町地域包括支援センターとの連携調 

   整 

（９）協議会関係団体・組織との連絡調整 

（１０）専門部会の連絡調整 

役  職 所属団体・役職 氏  名 備   考 

座  長 深川市市民福祉部次長 三ッ井 隆 博   

副 座 長 深川保健所次長 大 森 英 孝   

委  員 

深川医師会事務長 千 葉 憲 一   

深川市立病院管理課長 伊 藤 澄 男   

社会福祉法人揺籃会 
事務局長 

坂 本 政 之 ※２ 清祥園 

社会福祉法人北海道 
中央病院理事 

蓑 口   亮 
※２ アニスティ
深川 

北空知介護支援専門員
連絡協議会事務局長 

橋 本 和 樹 
※２ 深川市社
会福祉協議会 

深川地区消防組合深川
消防署指令救急課長 

小 林 正 樹   

妹背牛町住民課長 西 山   進   

妹背牛町健康福祉課長 石 井 美 雪   

秩父別町住民課長 尾 垣 義 次   

北竜町住民課長 中 村 道 人   

北竜町地域包括支援 
センター長 

藤 井 政 信   

沼田町保健福祉課長 黒 田 美 和   

深川市高齢者支援課長 安 田 浩 人   

３．委員名簿   

 

※委員の任期について、団体への充て職とする。ただし※２の委員については２年間とす
る。 20 



事 務 局（支援センター＆市町職員） 

所属団体・役職等 氏  名 備 考 

北空知地域
医療介護連
携支援セン
ター 

深川市立病院 
地域連携室室長 

村 澤 眞由美   

深川市立病院 
地域連携室主幹 

吉 田 博 昭   

深川市立病院 
地域連携室 
副室長 

高 田 光 徳   

深川市立病院 
地域連携室 
地域連携係主任 

尾 中 康 晴   

市町行政 
部局 

沼田町 
保健福祉課主幹 

按 田 義 輝 ２年交替 

深川市 
高齢者支援課 
課長補佐 

渡 辺 秀 輝   

深川市 
健康福祉課 
課長補佐 

本 多 孝 二   

役 職 所属団体・役職 氏  名 担当部会等 

セ ン タ ー 長 副院長 新 居 利 英 センター業務統括 

副センター長 地域連携室長 村澤眞由美 
運営会議 
退院調整・在宅生活支援部会 
多職種連携・地域啓発部会 

事 務 局 長 
 
地域連携室 
主幹 

吉 田 博 昭 
運営会議（主担当） 
医療・介護情報共有支援部会 
地域ﾘﾊﾋﾞﾘ活動支援事業 

事務局次長 

地域連携室 
副室長 高 田 光 徳 

運営会議 
多職種連携・地域啓発部会 
地域ﾘﾊﾋ活動支援事業 

地域連携室 
副室長 坂 井 良 江 退院調整・在宅生活支援部会 

事 務 局 員 

地域連携室 
地域連携係 
主査 

赤 松 充 敏 
多職種連携・地域啓発部会 
地域ﾘﾊﾋﾞﾘ活動支援事業 

地域連携室 
地域連携係 
主任 

佐 藤 恵 里 退院調整・在宅生活支援部会 

地域連携室 
地域連携係 
主任 

尾 中 康 晴 
運営会議 
医療・介護情報共有支援部会 

≪事務局担当者≫ 

北空知地域医療介護連携支援センター 

21 



医療・介護情報共有支援部会 

 

（部会担当項目）  

 

（１）地域の医療・介護の資源の把握 

 ①「北空知介護保険サービス事業所ガイドブック」の内容 

  を基本に、医療情報（病院・歯科・調剤）を加えたガイ 

  ドブックの作成 

 ②ガイドブックの内容を、北空知地域医療介護連携支援セ 

  ンターホームページ等で公開 

 ③ガイドブックの関係機関への配布と住民等への周知 

 

（２）医療・介護関係者の情報共有の支援 

 ①医療・介護連携情報共有シートの作成 

 ②情報共有ツールの導入検討～ＩＣＴ（インフォメーショ 

  ン・アンド・コミュニケーション・テクノロジー）等の 

  活用等 

 

≪北空知圏域在宅医療推進ネットワーク協議会移行項目≫ 

 ■在宅療養者の情報共有ツールなどの検討 

  
 

 

（平成２８年度事業計画）  

 

（１）地域の医療・介護の資源の把握 

 ①把握すべき事項・把握方法の検討 

 ②医療機関、介護事業者の所在地・連絡先・機能等の情報 

  収集 

 ③地域の医療・介護資源のガイドブック及びマップの作成 

 ④把握した情報による医療・介護関係者向けガイドブック 

  の作成と配布 

 ⑤住民向けのマップまたはガイドブック等作成の検討 

 ⑥広報紙や各市町ホームページへの掲載の検討 

  

（２）医療・介護関係者の情報共有の支援 

 ①情報共有の方法（ＩＣＴ・連絡帳・連絡シート・クリ 

  ティカルパス・ファックス・電子メール等）や内容の検 

  討 

 ②地域の医療・介護関係者を対象とした説明会の開催や情 

  報共有に関するアンケート調査の実施 

 ③救急あんしんカードの普及啓発 

 

22 

連携支援センターの
ホームページは９月３０
日に開設 



退院調整・在宅生活支援部会 

（部会担当項目）  

（１）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

  ①切れ目なく在宅医療と在宅介護を提供するための体制づくりの検 

   討 

   ○急変時診療体制の検討  ○夜間・休日診療体制の検討 

   ○在宅での支援体制の検討  

 ≪北空知圏域在宅医療推進ネットワーク協議会からの移行項目≫ 

  ■医師会等との連携による体制づくりの検討 

   病診・診診連携：バックアップ体制・診療ネットワークの構築 

  ■医療・介護の役割分担、連携を踏まえた基盤整備 

   病院・施設を活用した24時間看護・介護体制 

 

（２）医療介護連携支援センターの運営と相談の受付、関係者の連携と 

   調整 

  ①「北空知地域医療介護連携支援センター」の設置と運営 

  ②相談コーディネーター（看護師、医療ソーシャルワーカー、介護 

   支援専門員など実務経験を有する人材）の配置 

  ③各市町地域包括支援センターからの医療・介護連携に関する事項 

   の相談の受付 

  （地域住民からの相談は、従来どおり各市町の地域包括支援セン 

   ターが行うが直接センターへの相談も受け付けることとする。） 

  ④退院の際の医療及び介護関係者との連携調整と相互の紹介、他圏 

   域病院との連携調整 

  ⑤訪問看護等在宅サービスとの連携・調整 

  ⑥認知症施策の検討 

 

 

（平成２８年度事業計画） 

（１）切れ目のない在宅医療と介護の提供体制の構築推進 

  ①地域の介護の提供状況について、情報の確認と整理 

  ②切れ目のない在宅医療と在宅介護が提供される体制 

   の構築のために必要な取組みの検討  

 

（２）医療介護連携支援センターの運営と相談の受付、関 

   係者の連携と調整 

  ①北空知地域医療介護連携支援センターの設置と運営 

   方針の設定 

  ②相談業務の開始 

  ③北空知地域医療介護連携支援センター設置の周知 

   （圏域内医療・介護関係者への周知のためのパンフ 

    レット作成、各市町広報紙への掲載依頼等） 

  ④相談窓口担当者の地域ケア会議への出席（関係者間 

   の連携構築） 

  ⑤訪問看護等在宅サービスとの連携・調整 

  ⑥認知症施策の検討～部会内に検討部会を設け調査研 

   究・検討を行う。 
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認知症初期集中支援チー
ムの広域実施をH29年４月
から開始することで協議中
です。 



認知症専門医による指導の下（司令塔機能）に早期診断、早期対応に向けて以下の体制を地域包括支援センター等に整備 
○認知症初期集中支援チーム－複数の専門職が認知症が疑われる人、認知症の人とその家族を訪問（アウトリーチ）し、認知症の専門医による鑑別診断等を 
                          ふまえて、観察・評価を行い、本人や家族支援などの初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを行う。 

○認知症地域支援推進員   －認知症の人ができる限り住み慣れた良い環境で暮らし続けることができるよう、地域の実情に応じて医療機関、介護サービス事業 
                                                                             所や地域の支援機関をつなぐ連携支援や認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行う。 

診断・指導 

指導・助言 

地域包括支援センター・認知症疾患医療センター等に設置 

紹介 

診断・指導 

紹介 

情報提供・相談 

複数の専門職による個別の訪問支援 
            （受診勧奨や本人・家族へのサポート等） 

（個別の訪問支援） 

（専任の連携支援・相談等） 

保健師・看護師等 

連携 

認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員について 

認知症サポート医 
である専門医（嘱託） ○ 専門的な鑑別診断 

○ 定期的なアセスメント 
○ 行動・心理症状外来対応 
○ 地域連携 

●認知症初期集中支援チーム 
●専門医療機関（認知症疾患医療センター等） 

●認知症地域支援推進員 

地域の実態に応じた認知症施策の推進 
（医療・介護・地域資源と専門相談等） 

●かかりつけ医・歯科医 

①訪問支援対象者の把握、②情報収集（本人の生活情報や家族の状況など）、③観察・評価（認知機能、生活機能、行動・心理症状、家族の介護負担度、身体の様子

のチェック）、④初回訪問時の支援（認知症への理解、専門的医療機関等の利用の説明、介護保険サービス利用の説明、本人・家族への心理的サポート）、 

⑤専門医を含めたチーム員会議の開催（観察・評価内容の確認、支援の方針・内容・頻度等の検討）、⑥初期集中支援の実施（専門的医療機関等への受診勧奨、

本人への助言、身体を整えるケア、生活環境の改善など）、⑦引き継ぎ後のモニタリング 

≪認知症初期集中支援チームの主な業務の流れ≫ 

指
導 

助
言 

相
談 

情
報
提
供 

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等） 

訪問担当者 
相
談 

情
報
提
供 

指
導 

助
言 

近隣地域 

本
人 

家
族 

訪問（観察・評価） 

専門医 

派遣 

日常診療 

診療 

相談 
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多職種連携・地域啓発部会 
（部会担当項目）  

（１） 医療･介護関係者の研修会の実施 

 ①深川保健所による多職種合同研修会の引き継ぎと事業実施 

 ②医療･介護関係者を対象とした多職種研修会の実施 

 ・関係団体の研修事業等との連携と活用による研修会の企画立案 

 ・各市町地域ケア会議等の活用による研修会の検討と実施 

 ③地域リハビリテーション活動支援事業の活用 

  ≪北空知圏域在宅医療推進ネットワーク協議会移行項目≫ 

 ■地域リハビリテーションの充実 ■地域ケア会議の充実支援 

 ■多職種合同研修会の開催    ■介護支援専門員連絡協議会等 

                  との連携 

（２） 地域住民への普及啓発 

 ①在宅医療や介護などについての講演会等の開催 

 ・保健所または各市町での事業等を活用することとし、具体的な  

  実施内容及び役割分担等について検討 

 ・高齢者虐待の未然防止や早期発見への啓発事業の実施検討 

 ②在宅医療や介護に関する内容の各市町広報誌やホームページへの 

  掲載依頼  

 ≪北空知圏域在宅医療推進ネットワーク協議会移行項目≫ 

 ■地域住民を対象としたセミナー、講習会の開催 

 ■住民との意見交換（住民参加型：地域ビジョンの検討） 

 

 

（平成２８年度事業計画） 

（１）医療･介護関係者の研修会の実施 

  ①多職種合同研修会の計画案の作成と実施 

  ②地域内の研修事業の把握による共同開催等の検討 

  ③研修会の開催に際してのアンケート実施 

  ④地域リハビリテーション活動支援事業の活用～部会 

   内に担当者による事業調整会議を設け、リハビリ 

   テーション専門職の派遣調整を行う。 

 

（２）地域住民への普及啓発 

  ①地域住民向けの講演会計画案の作成と実施 

  ・在宅医療や介護サービスに関する内容を検討 

  ・在宅医療、介護で受けられるサービス内容や利用方 

   法等について住民向けのパンフレット、リーフレッ 

   ト等の作成と配布 

  ・高齢者虐待に対する地域住民の理解を深める内容に 

   ついても検討 
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協議会主催事業のほか、域内では多くの関係機
関・団体が研修会や講演会等を開催しており、
他も参加可能なものは共催・後援等で相互に参
加し、学びの共有を図ることを想定しています。 
また、講師等の派遣も協力し合うことで多様な企
画が期待できます。 



北空知における地域リハビリテーション活動支援事業の概要 

 地域における介護予防の取り組みを機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等
へのリハビリテーション専門職等の関与を促進する。 
 リハビリテーション専門職等は、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等の介護予防の取り組みを
地域包括支援センターと連携しながら総合的に支援する。 

リハビリ専門職 
（作業療法士） 

訪  問 

１市４町 
地域包括支援センター 

通  所 

地域ケア会議 

サロン等 

研修会等 

地域のケアマネ、地
域住民と連携し、要
望把握、作業療法士
に報告（詳細は作業
療法士が直接連絡し
調整） 

◎ケアマネ等関係事業所スタッフと家庭訪問し、対象者の課題と生活状態
等の評価と助言 

◎介助者の介助方法のアドバイス 
◎対象者に合った運動方法、自主運動メニュー作成 
◎住宅改修や福祉用具などの評価と助言等 
◎ケアマネと連携し、包括支援センターからリハ職へ依頼 
◎継続事例については、ケアマネに直接連絡を取り、訪問 

◎活動場所の環境評価や改善策の提案 
◎集団の活動場面でのスタッフへの助言や指導 
◎リハビリ技術の伝達講習など 
◎各市町の介護予防事業への技術支援 
◎地域包括支援センターが派遣需用を把握し、リハ職に伝達 

◎事例検討会にて、リハの観点から助言や情報提供 
◎活動内容報告 
◎講演会、研修会等開催について情報提供 
◎頻度は、各市町の現状開催に合わせ実施 

◎集団で行う体操メニューの紹介 
◎リハビリの技術等を広く伝達 
◎地域包括支援センターが派遣需用を把握し、リハ職に伝達 

◎リハビリ技術等の情報発信として、市町ごとに地域住民もしくは関係職 
 種を対象に、講演会や研修会等の開催 
◎地域ケア会議や他職種連携事業での共催を考慮 

連
携 

※事業の運営は、多職種連携・地域啓  
 発部会に事業調整会議を設けて行
う。 26 

多職種連携の
普及者・接着
剤の役割も 



北空知地域リハビリテーション活動支援事業の活動状況 

 平成２８年１０月末現在 

訪問 通所 
地域
ケア
会議 

サロ
ン等 

研修
会等 

その
他 

計 

深川市 ５ ４ ９ ７ － － ２５ 

妹背牛町 ６ ２ ８ － － １ １７ 

秩父別町 ７ － １ ５ １ ８ ２２ 

北竜町 ７ ３ ８ － － ４ ２２ 

沼田町 ７ ３ ５ ４ １ － ２０ 

計 ３２ １２ ３１ １６ ２ １３ １０６ 

〇当面、一人ひとりのリハ介入を通して、その人の目標達成に向けた意 
 味ある支援サービスの提供を共有し、機能効果・生活変化があること 
 を支援スタッフに実感してもらい、他者に波及することを目標に活動 
 している。 
 
〇各市町の地域包括支援センターの事情や規模が異なるため、当事業を 
 どう有効活用するか模索している段階であるが、各市町の保健師や事 
 業所担当者の情報交換の機会が少ないようなので、他市町の取組を紹 
 介し、参考にしてもらうようにしたい。しかし、各市町の取組は同じ 
 ではなく、その市町らしい取組があるので、リハ専門職も臨機応変に 
 対応する考え。 
 
【良かった点】 
・当事業で定期的に介入・指導してくれて支援スタッフは心強い。サー 
 ビス担当者会議にリハ専門職が介入し、介入効果の検証や次回の目標 
 設定など、その人にあった自主トレや介護方法を多職種で話し合い、 
 共有できる。（戸別訪問・通所事業所） 
・残存能力を活かした移動方法など事例を交えて提案した研修会では、 
 スタッフだけでは思い浮かばない方法だった。視点が違う。明日から 
 生活場面で実践できるなどの反応。（研修会） 
・サロン・老人クラブでは体操指導の依頼が多いが、自助の大切さと他 
 者との交流が共助を高めることの重要性を伝えている。 
・事例検討会でリハ視点で評価点と介入方法を提案。（地域ケア会議） 
 
【課 題】 
・介護支援専門員からの依頼が少ない。本人や家族が希望する「～した 
 い」に目を向けたリハビリ介入がイメージされていない。 
・画一的なプログラム提供（体操・脳トレ・レク）で終了する施設が多 
 い。事業所によって、個々への取組意識が大きく異なる。 
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医療・介護情報共有支援部会構成員 
役 職 所属団体・役職 氏  名 備 考 

部 会 長 秩父別町住民課主幹 斉 藤 直 美 ２年交替 

副部会長 深川医師会副会長 松 本 三 樹 吉本病院長 

委  員 

北空知歯科医会長 伊 東 由紀夫 
伊東歯科医
院 

北海道薬剤師会 
北空知支部深川部会 

岡 安 良 子 中央病院 

北空知介護支援専門員
連絡協議会 

佐々木 大 樹 えんれい草 

北空知区域内介護事業
所 

畠 山 美 幸 沼田町社協 

深川保健所企画総務課
企画主幹 

本 多 信 衛   

妹背牛町健康福祉課 
主査 

南   美也子   

北竜町住民課 
保健指導係長 

神 薮 早 智   

沼田町保健福祉課主査 渡 辺 正 人   

深川市高齢者支援課 
地域包括支援係主査 

梶   修 司   

事 務 局 

北空知地域医療介護連携支援センター 

  

深川市立病院 
地域連携室主幹 

吉 田 博 昭   

深川市立病院地域連
携室地域連携係主任 尾 中 康 晴   

退院調整・在宅生活支援部会構成員 

役 職 所属団体・役職 氏  名 備 考 

部 会 長 妹背牛町健康福祉課主幹 河 野 和 浩 ２年交替 

副部会長 
深川保健所企画総務課 
企画主幹 

本 多 信 衛   

委  員 

深川医師会副議長 児 島 俊 一   

北海道薬剤師会 
北空知支部深川部会 

神 戸 真 希 
な の 花 薬
局 

北空知介護支援専門員 
連絡協議会 

今 田 裕 之 清祥園 

深川地域訪問看護ステー
ション 

原 田 順 子   

北空知区域内介護事業所 山 崎 雄 大 りぶれ 

深川地区消防組合 
深川消防署指令救急課 
救急救助係長兼指令係主査 

柴 田 和 宏   

深川保健所企画総務課主査 佐 藤 一 美   

秩父別町住民課主査 太 田 祥 予   

北竜町住民課介護保険係 島 影 奈保子   

沼田町保健福祉課保健師 深 尾 知 未   

深川市健康福祉課課長補佐 本 多 孝 二   

深川市高齢者支援課 
地域包括支援係 

小鍛治 真由美   

事 務 局 

北空知地域医療介護連携支援センター 

  

深川市立病院地域連携室長 村 澤 眞由美   

深川市立病院地域連携室 
副室長 坂 井 良 江   

深川市立病院地域連携室 
地域連携係主任 佐 藤 恵 里   ※ 委員は検討項目に応じて依頼するなど、柔軟な体制とする。 28 



多職種連携・地域啓発部会構成員 

役 職 所属団体・役職 氏  名 備 考 

部 会 長 
北竜町住民課主幹 
兼介護保険係長 

 南   祐美子 ２年交替 

副部会長 
北空知介護支援専門員 
連絡協議会  桑 原   薫 幸鐘会 

委  員 

深川医師会理事  代 田   剛   

北空知歯科医会長  伊 東 由紀夫 伊東歯科医院 

北海道薬剤師会北空知支部 
深川部会 

 岡 安 哲 男 深川市立病院 

北空知区域内介護事業所  及 川 雅 裕 GH碧水  

深川市介護者と共に歩む会会長  北 本 清 美   

深川保健所企画総務課主査  佐 藤 一 美   

妹背牛町健康福祉課主査  野 本 里 恵   

秩父別町住民課保健師  池 田 有里恵   

沼田町保健福祉課主査  山 下 広 大   

深川市高齢者支援課 
地域包括支援係主査 

 北 垣 千 絵   

事 務 局 

北空知地域医療介護連携支援センター 

  

深川市立病院地域連携室長  村 澤 眞由美   

深川市立病院地域連携室 
副室長  高 田 光 徳   

深川市立病院地域連携室 
地域連携係主査  赤 松 充 敏   

「顔の見える関係」から「多職種協働」、 
 そして「チーム北空知」へ 
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・専門部会には、関係市町、保健所、医師 
 会、歯科医師会、薬剤師会、介護事業 
 所、市民団体など多くの機関・団体の参 
 画を得ました。また、部会は必要に応じ  
 て関係者の参加を求めることができ、柔 
 軟に運営していく考えです。 
・協議会の各種会議そのものが多職種の交 
 流と連携の場になります。 
 
・ぜひ、委員を通じ関係機関・団体の意見 
 等を持ち寄り、多職種協働による北空知 
 における地域包括ケアシステム構築を目 
 指し成果をあげて行きましょう。 



〇北空知の市民・住民が医療や介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域で  
  自分らしい暮らしを続けることが出来るようにするため、 
    （患者・利用者の尊厳を守り、希望を叶えるサービスの提供と支援、そして地域づくりへ） 
 
 北空知の地域医療・介護の関係者は、「チーム北空知」となって、地域包括ケアシス 
  テムを構築して行こう！（「利用者」のための専門職に加え「地域」のための専門職へ） 
 
１．関係者は、「北空知地域医療介護連携支援センター（深川市立病院）」を連携拠点 
  に、顔の見える関係を築き、多職種協働によるチーム支援に取り組もう。 
    （「顔の見える関係」から「多職種協働」、そして「チーム北空知」へ進化） 
 
２．関係者は、「北空知地域医療介護確保推進協議会」の各種会議で大いに議論し、 
  医療及び介護サービスを持続的に提供できる地域づくりに取り組もう。 
    （専門性の向上、団塊世代に選択される施設・事業所づくり、そして支えあう地域づくりへ） 
 
 
 ※北空知の取り組みは、先進事例のひとつとして全道に紹介されています。 
   長期的な視野を持ち継続して対策を検討し取り組んで行くことが必要です。 
 
 ※国の各種審議会等で、２０１８年度からの新たな医療計画と介護保険事業（支援） 
   計画の策定に向けて、制度の見直し議論がされているので、しっかり注視しよう。 
  

本 日 の ま と め 

連携の  
パズル 

医療 

行政 

地域 

介護 

30 


